
中小企業をめぐる人材と人手不足の今どき事情 
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慢性化する人手不足と人件費高騰！ 

大企業は初任給30万円時代？ 

質の高い人材の育成も課題に！ 
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●大阪万博のスタッフ時給 

 少子高齢化の流れが強まり、国内企業は深刻

な人手不足に直面しています。今年2月時点で

正社員の人手不足を実感する企業は53.0％に

のぼり、07年以降で過去最高に。特に中小企

業にとっては人材･人手不足問題は深刻です。 

万博で時給インフレ 

 大阪･関西万博が4月13日に開幕し、様々な
話題を振りまいています。会場の内外で働く
スタッフの募集は開催1年前から本格的にス
タートしましたが、半年間の会期限定のため
もあり時給が高騰。関西のアルバイト･パート
の平均時給より6～7割高い求人も目立ち「時
給2,000円時代」の到来も予感させるとか。 

●外食産業は人材争奪戦に！ 

●地元企業「人材を取られる」！ 

 破格の時給2,500円は、人手不足の警備業
界の苦悩と窮状の裏返しとも言えます。 

●破格の2,500円、経験不問？ 

＜会場スタッフ1,850円、大阪館2,000円＞ 
 万博協会がイベント会社を通じて募集した会場
運営スタッフの時給は案内所での接客、来場者誘
導 い ず れ も 1,850 円 で、日 本 館 や 8 人 の プ ロ
デューサーが手掛ける「シグネチャーパビリオ
ン」は1,950円。大阪府･市の出展の「大阪ヘルス
ケアパビリオン」は2,000円となっている。 

 4～10月の会期中、約2,820万人の来場を

想定する万博協会は会場内で最大約2,000人
の警備員を配置し、入場ゲートでの手荷物検
査や会場内の雑踏警備を行います。  

＜競争激化！ 万博の求人情報事例＞ 

業務内容 時給 関西圏の 
平均時給 

会場ゲートでの手荷物検査 2,500円 1,230円 

飲食ブースでの調理など 1,900円 1,163円 

会場内の案内､巡回､迷子の対応 1,850円 1,343円 

 万博の時給高騰には、会場の人工島･夢洲が
通勤に不便なことも影響しているようですが、
会場周辺の人手不足に悩む企業からは「さらに
人材確保が難しくなる」との戸惑いの声も。 

 さらに上昇か 

 会場内の飲食店は、比較的待遇の良い企業パ
ビリオンと人材の争奪戦になったようですが、
万博会場より時給の低い会場外の周辺の飲食店
の人手不足はさらに深刻のようです。 

●万博以外でも時給インフレが･･･

＜時給インフレで周辺企業は困惑＞ 
 大阪･港区のレストランは時給1,200円で募集し
ても応募が少なく、この店を運営する外食チェー
ンでは万博の期間中、関西以外の店舗から応援ス
タッフを集めるほか、｢特定技能｣の在留資格を持
つ外国人を採用し、時給競争だけでなく、働きや
すい環境をアピールしていくとのこと。 

 時給インフレの波は人手不足の地方でも。 
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●金融、不動産がともにトップ 

●中小賃上げ33年ぶり高水準 

＜政府目標（2020年代に1,500円）の達成＞  
●地方･小規模企業の4社に1社が「対応不可能」 
●達成のため25年からの7.3％引き上げ：収益悪 
 化で地方･小規模企業は2割が廃業、休業を検討 

  「骨太方針2024」で岸田首相は、『最低
賃金を2030年代半ばまでに全国加重平均1,5
00円に』との目標を掲げましたが、石破首相
は看板政策として2020年代へと前倒しする方
針です。最も遅い29年度達成でも、年平均7.
3％という過去最高の引き上げが必要に！ 

●｢最低賃金｣の目標1,500円？ 

中小企業と｢最低賃金｣ 

 仮に最低賃金より低い額で契約したとして
も、無効となり、最低賃金と同様の定めをした
ものとみなされます（最低賃金法4条2項）。
最低賃金未満しか払ってない場合は、雇用主は
その差額を払わなくてはなりません。 
●最低賃金以上を払わず：50万円以下の罰金 
●周知義務に反した場合：30万円以下の罰金 

 採用時の最低時給の全国加重平均は、産業別
では「金融｣「不動産｣がともに1,261円でトッ
プ、以下「建設｣「サービス｣と続きます。 

＜コストコ時給1,500円の影響で＞    
 群馬県で会員制の卸小売りチェーン「コスト
コ」が時給1,500円で求人を募集し、地元企業が
悲鳴を上げたニュースが話題に。地元の飲食店の
バイトの時給は1,000円程度で、コストコに遠く
及ばず、人材が獲得できない事態に。あらためて
外食産業の人手不足の深刻さが明らかになった。 

●最低賃金法に違反したら･･･ 

＜そもそも最低賃金とは？＞    
 1959年制定の｢最低賃金法｣により、雇用者が
労働者に支払うべき賃金(時給)の最低基準で、労
働者の生活水準や勤労意欲を高める目的で、国内
各地域でその金額が設定されている。 
●地域別最低賃金：都道府県労働局長が決定 
●特定最低賃金：特定の産業について設定 

●2024年の最低賃金は？ 
 毎年10月に改訂されますが、2024年の全
国加重平均は昨年より51円高い1,055円に。
なお、実際の採用時の最低時給額を都道府県別
にみると、東京都が1,340円で唯一1,300円
超え。次いで、神奈川、大阪、愛知と続き、最
低額 は 青 森、秋 田、鹿児 島 で1,000円 を 下
回っており、地域間の格差が鮮明です。 

＜2024年最低賃金と採用時の最低時給＞ 

都道府県 最低賃金 
時給 

採用時最低
（平均値) 差額 

東 京 都 1,163円 1,340円 177円 

神奈川県 1,162円 1,277円 115円 

大 阪 府 1,114円 1,269円 155円 

青 森 県 953円 984円 31円 

秋 田 県 951円 990円 39円 

鹿児島県 953円 991円 38円 

全 体  1,055円 1,167円 112円 

●中小企業の7割超が不可能！ 
 日本商工会議所は3月、最低賃金引き上げの
中小企業への影響の調査結果を発表。調査は1
～2月に行い、全国3,958社が回答しました。 

＜2024年の引き上げ＞ 影響、負担感とも
に、都市部に比べ地方で深刻な状況 
●最低賃金以下の従業員がいたので引き上げた： 
  44.3％（地方46.4％、都市部32.4％） 
●現在の最低賃金が｢大いに負担｣、｢多少負担｣： 
  76.0％（地方77.5％、都市部67.9％） 

資料： 
時事通信 

＜採用時最低時給＞ 産業別 
資料：帝国データバンク 

 連合が発表した2025年春闘の中小企業の平
均賃上げ率は5.0％と、92年以来33年ぶりの
高水準で、深刻な人手不足を背景に経営が苦し
くても賃上げを迫られているようです。 
 中小企業が積極的に賃上げをする背景には、
大企業より人材獲得が厳しい現状があります。 

＜日銀短観に見る中小企業の人手不足感＞ 
 4月に発表された日銀の短観では、雇用が｢過
剰」と答えた企業の割合から「不足」を引いた雇
用人員判断指数（DＩ）は、大企業ではマイナス
28だった一方、中小企業はマイナス39だった。 
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●リーダー人材の不足67.8％ 

 小･零細はもともと資金力が脆弱で賃金ベー
スが低く、そのため大手･中堅企業の賃金水
準、福利厚生に追い付けず、年々従業員の採用
や引き留めが難しくなっており、人手不足で受
注機会を喪失し、業績回復が遅れる悪循環に。 

●企業の53.4％が正社員不足！ 

●人手不足倒産、2年連続過去最多 
 大手を中心に進む賃上げが中小企業を追い詰
めています。東京商工リサーチによると、202
4年に人手不足が一因となった倒産が13年以降
で最多の289件(前年比81.7％増)に。｢求人
難」が114件(96.5％増)、｢人件費高騰」が10
4件(76.2%増)、｢従業員退職｣が71％(69.0％
増)で、いずれも最多を更新しています。 

 帝国データバンクによると、2025年1月時
点で正社員が「不足｣と感じている企業の割合
は53.4％と、コロナ禍(2020年4月)以降で最
も高くなっています。一方、非正社員の不足を
感じている企業は30.6％に。 

●大手中堅の賃上げに追い付けず 

＜労働集約型産業で増加が目立つ＞ 
 産業別では、サービス業他が88件(前年比60.
0％増)、建設業75件(158.6%)、運輸業69件(7
6.9％増)など、労働集約型産業が増加。 
 規模別では小･零細企業が大半を占めている。 

●8割が「管理職になりたくない」 
 リーダー人材の不足を実感する企業に育成上
の課題を尋ねたところ、「リーダー職への意欲
が足りない」が59.8％と最多に。社員の約8
割が「管理職になりたくない」との回答もあ
り、「30代以下の社員の中には、責任のある
立場になりたくない者も増えており、どのよう
に意欲を持たせたらいいのか」との声も。 

●最近の人材紹介会社事情！ 

 雇用を仲介する人材サービス業者が転職者に
出す｢就職祝い金｣が4月から全面禁止に。医療
やＩＴ分野を中心に、いったん仲介した労働者
に祝い金を出して再転職を促し、採用企業から
は手数料を得る｢転職ころがし｣が過熱し、厚生
労働省が規制を強化しました。人手不足は解消
されず、業者と転職者だけが潤う構図です。 

人手不足事情あれこれ 

＜人手不足関連倒産（1～12月）＞ 

人件費高騰 

従業員退職 

求 人 難 

資料： 
東京商工リサーチ 

●｢情報サービス｣でSE不足 72.5％ 
 正社員の人手不足は業種別では「情報サービ

ス業」が72.5％最も高く、顕著なシステムエ
ンジニア不足が影響しています。｢建設業｣も依
然70.4％と人手不足が深刻です。 

＜時間外労働の「2024年問題｣が･･･＞ 
 昨年4月の時間外労働の新たな上限規制｢202
4年問題｣から1年が経過するが、建設業者から
は「仕事量はあるが、働き方改革や人件費上昇
の影響で、単に受注すれば良いという考えにな
らない」「職人の高齢化、若手の育成不足のた
め協力業者が少なくなっている」などの声が。 

 人手不足に直面する企業からは「質の高い人
材の育成が難しい」という課題が多くあげられ
ています。企業の将来を担う「リーダー人材｣
(管理職以上)の不足感の調査では、67.8％の
企業がリーダー不足を実感している結果に。 

＜リーダー人材の不足感と企業の声＞ 

＜人手不足を感じている企業の割合＞ 

資料：帝国データバンク 

●人員が少ないため、実務 
 能力の高い人は管理職に  
 なっても現場対応が求め 
 られ、次のリーダー育成 
 まで手が回らない。 
●過去の採用抑制のため、 
 育成の前にリーダーの人 
 材不足が深刻。 

 採用難に悩む企業が多い中、人材紹
介会社を活用する企業も増えています。 

●｢転職ころがし｣に歯止めも？ 

＜人材紹介会社のメリット･デメリット＞ 
 厚生労働省許可のもと、転職希望者を企業に紹
介する民間企業。専任コンサルタントが求職者の
適性を見極め、依頼企業に適した人材を紹介･斡
旋する。採用成功の場合のみ手数料(採用社員の
年収の30～35％)が発生する。 
 年収400万円の紹介手数料(35％)⇒140万円 
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●世界155の国と交換される情報とは？ 

 日本は租税条約に基づき、2025年１月現在で世

界155の国や地域と情報交換を行っています。 

 日本人や日本法人の情報を入手すると同時に、日

本に居住する外国人の情報を提供しています。 

◆CRS情報（金融口座情報）の交換 

 各国の銀行、証券・保険会社等が“CRS情報”

★口座保有者の氏名・住所、★納税者番号、★口

座残高、★利子・配当等の年間受取総額等を国に

報告、この内容が各国で情報交換されます。 

 2023事務年度、CRS情報246万件（個人口座

243万件：残高8.2兆円分と法人口座3万件：同6

兆円分）を93ヵ国・地域から受領しています。 

◆法定調書情報の交換 

 海外で提出された法定調書からは、日本人や日本

企業への“利子、配当、不動産賃借料、無形資産

の使用料、給与・報酬、株式の譲受対価等”の支

払いについての情報を入手できます。 

 2023事務年度の法定調書の受領件数は、13万

483件と前期の1.7倍に急増。これは外国税務当局

の未送付だった過去数年分の法定調書情報がまと

めて送付されたことなどが原因とか。  

◆CbCR（国別報告書）の自動的情報交換 

 多国籍企業ｸﾞﾙｰﾌﾟについては、国ごとの収入金

額や納付税額の配分状況などについてCbCR（国

別報告書）がまとめられ、加盟国の税務当局と定

期的に自動的情報交換をしています。 

 2023年度は、海外から2,315件を受領し、日

本からは927件を提供しました。 

海外から入手した自動的情報交換件数の推移 

●暗号資産の情報交換制度も登場！ 

 暗号資産取引での脱税リスクが顕在化したため、

2022年には、暗号資産取引業者から報告される取

引情報を加盟国間で交換する新制度“ＣＡＲＦ”が

登場。 

 日本では2026年から導入され、2027年

の2026年分の暗号資産取引情報の情報交換

が始まります。 

◆国外の社長口座を悪用した売上除外が発覚 

 X国のCRS情報をきっかけに、X国のA社（日本

法人）社長個人名義の銀行口座を調査。 

 A社の収入とすべき金額が、X国の社長名義口座

に入金されていたことが発覚。 

 申告もれ所得金額：１億1,000万円 

 追徴税額（加算税込み）：4,000万円 

◆相続した海外資産の申告除外が発覚 

 複数国のCRS情報から、相続税申告書に計上さ

れていない海外資産があると想定されたため調査。

相続人は海外資産は税務署に把握されないだろう

と、税理士にその存在を隠し、一部除外して申告し

たことを認めた。 

 追加された相続財産：6,000万円 

 追徴税額（重加算あり）：4,000万円 

●こんな場面で活用されている！ ◆国外財産調書の提出がない個人への調査 

 Y国のCRS情報から、海外に多額の預金を保有し

ながら国外財産調書を提出せず、利子所得の申告も

していない個人Aを調査。 

 本人が預金の存在を認めないため、Y国へ追加情

報を依頼し入手して追及したところ、 

 ①口座運用で発生した多額の所得の無申告 

 ②預金の一部を親族に贈与していた事実 

を認めたため、所得税、贈与税が追徴課税された。 
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庭
電
化
時
代

経
済
白
書
「

も
は
や
戦
後
で
は
な
い
」

な
べ
底
不
況
は
じ
ま
る

兼
業
農
家
４
割
超
「

３
ち
ゃ

ん
農
業
」

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

い
ざ
な
ぎ
景
気
は
じ
ま
る

一
万
円
札
発
行
､
大
卒
初
任
給
１
万
２
千
円

カ
ラ
ー

Ｔ
Ｖ
等
３
Ｃ
が
三
種
の
神
器

皇
太
子
結
婚
。

Ｔ
Ｖ
２
百
万
台
突
破

国
民
所
得
倍
増
計
画
が
決
定

サ
ラ
リ
ー

マ
ン
平
均
月
収
４
万
５
千
円

なべ底　
不　況

岩戸景気 いざなぎ景気
第１次　　
石油不況

札
幌
冬
季
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

第
一
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
、

紙
不
足
に

消
費
者
物
価
急
騰
「

狂
乱
物
価
」

核
家
族
世
帯
が
 
％
に

沖
縄
返
還
の
調
印
式

大
都
市
住
宅
難
公
団
競
争
率
 
倍

ロ
ッ

キ
ー

ド
事
件
発
覚

カ
ラ
オ
ケ
登
場
、

ブ
ー

ム
は
じ
ま
る

マ
イ
カ
ー

保
有
２
千
万
台
突
破

第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
省
エ
ネ
時
代

食
管
法
改
正
、

米
穀
通
帳
廃
止

自
動
車
生
産
台
数
が
世
界
一
に

第２次　　
石油不況

パ
ソ
コ
ン
普
及
台
数
百
万
台
突
破

カ
ー

ド
式
公
衆
電
話
が
登
場

連
立
与
党
が
成
立

就
職
氷
河
期
は
じ
ま
る

焼
酎
 
％
の
伸
び
、

酎
ハ
イ
ブ
ー

ム

男
女
雇
用
機
会
均
等
法
が
施
行

Ｎ
Ｙ
株
式
市
場
暴
落
「

魔
の
月
曜
日
」

東
京
の
地
価
 
％
上
昇
「

狂
乱
地
価
」

消
費
税
ス
タ
ー

ト
、

３
％
課
税

国
民
の
中
流
意
識
　
％
に

３
Ｋ
職
、

若
者
に
敬
遠
さ
れ
る

学
校
５
日
制
ス
タ
ー

ト

ｱﾍﾞﾉﾐｸｽ景気

令
和
元
年

 

消
費
税
　
％

 

ラ
グ
ビ
ー

W
杯

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
・
五
輪
延
期

20

東
京
五
輪
　
コ
ロ
ナ
禍
で
無
観
客
開
催

露
、

ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
・
円
安
進
行

新
型
コ
ロ
ナ
５
類
へ
･
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始

マ
イ
ナ
ス
金
利
解
除
・
新
札
発
行

北
朝
鮮
問
題
・
仮
想
通
貨
高
騰

司
法
取
引
で
逮
捕
、

日
産
会
長
不
正
事
件

38,915.87 

日経平均株価

7,863.29 

36,779.66 

3.5

9

基準割引率及び基準貸付利率

5.5

2.5

6

0.75

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.375

1.875

8.900 

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.250 

2.050 

0%
1%
2%
3%
4%
5%
6%
7%
8%
9%
10%
11%
12%
13%
14%
15%
16%
17%
18%
19%
20%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

0

176.05 

277.40 

83.19 

円・ドル為替 143.18 

60
80
100
120
140
160
180
200
220
240
260
280
300
320

為替

52

11
40

64

69

90

基準貸付金利

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

変動長期

ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

ﾌﾗｯﾄ35（住宅ﾛｰﾝ）

日経平均株価

為替(円／ﾄﾞﾙ)

0.75％

1.875％

2.175％

2.050％

1.820％

36,779円

143.18円

2.375％

３年内

３年超

２０２５年５月７日
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日経平均株価 金利・為替・株価推移表

金利
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